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 大畑美紀 

74-2310 

✿
ひ
と
り
で
悩
ま
ず
お
気
軽
に
相
談
を
✿ 

日
本
共
産
党 

無
料
法
律
相
談 

毎
月
第
２
日
曜 

午
後
４
時
～ 

３月議会報告 
２月 23 日～3 月 22 日 

 
新
は
つ
か
い
ち 

条
例
改
正 

 

■市制施行30周年記念式典実施 1,304万1千円  

■一般廃棄物処理施設整備事業  
3１年度から稼動予定。  86億 124 万７千円   

■新機能都市開発推進事業1 億 1,029 万 8 千円 

地権者の意向調査、測量調査、関係機関協議等  
■大野東市民センター整備 4億863万9千円 30

年秋開設予定。29年度は 2億 1,311万１千円  
■大野支所の建て替え   9億9,663万4千円  

30年秋開設予定。29年度は１億 8,461万 4千円  
■（仮称）大野東部公園整備（測量・設計、工事、

用地購入等）     4億3,411万5千円( 

（全体事業費 10億 8,600 万円）   
■大野東児童会新築工事    7,900 万円 

（全体事業費 8,840 万 7 千円）  
■宮島おもてなしトイレ整備工事1億1,920万円（全

体事業費 3 億 992 万４千円）  
■包ヶ浦自然公園リニューアル事業 1 億 3,135 万円

（全体事業費 3億 5,000 万円） 

■林道整備事業 
 林道玖島川末線開設工事     1 億円     

  玖島～原地区川末の道路未整備区間（泉水峠付

近）の林道整備。（全体事業費 17 億 3,300 万円） 
  
■自主運行バス購入事業   4,730 万円 

浅原線と津田～吉和間の自主運行バスとして

小型ノンステップバス 2台を購入。 
 

■交通結節点整備事業    2,800万円 

バス路線再編に伴い、吉和福祉センター敷地、さい

き文化センター駐車場、友和学校ロータリーを整備。 
  

■防災行政無線整備事業 2 億 4,477 万円 

佐伯・吉和・宮島地域の防災行政無線設をデジタ

ル方式に更新。 

 主なもの 

大
大畑美紀市議 

畑 

 

６
月
定
例
会
は
、
６
月
12
日
（火
）開
会
予
定
で
す
。 

 

総額 937億 18万円 

前年度比 63億 3,141万円（7.2％）増 

「
積
極
予
算
」
と
さ
れ
て
い
ま

す
が
、
増
額
の
主
な
要
因
は
、
普

通
建
設
費
の
増
加
に
よ
る
も
の

で
、
最
も
求
め
ら
れ
て
い
る
市
民

の
暮
ら
し
・
福
祉
の
向
上
の
た
め

の
予
算
は
不
十
分
で
す
。 

大
畑
議
員
は
、
一
般
会
計
、
介

護
保
険
・
後
期
高
齢
者
医
療
特
別

会
計
の
予
算
案
に
反
対
し
討
論

を
行
い
ま
し
た
が
、
い
ず
れ
も
賛

成
多
数
で
可
決
さ
れ
ま
し
た
。
一

般
会
計
は
①
新
機
能
都
市
開
発

中
止
②
保
育
園
廃
園
・
民
営
化
は

保
護
者
・
市
民
の
理
解
を
得
て
い

な
い
。
③
家
庭
ご
み
収
集
有
料
化

方
針
は
撤
回
を
④
人
件
費
削
減

で
な
く
、
余
裕
の
あ
る
職
員
配
置

を
。
特
別
会
計
は
介
護
保
険
料
が

引
き
上
げ
ら
れ
た
こ
と
、
法
改
正

や
制
度
見
直
し
に
よ
る
介
護
サ

ー
ビ
ス
後
退
、
介
護
難
民
、
医
療

難
民
を
増
や
す
制
度
に
な
っ
て

い
る
こ
と
等
が
反
対
理
由
で
す
。 

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
に

つ
い
て
は
、
国
保
の
県
単
位
化
に

は
反
対
で
す
が
、
国
保
税
を
引
き

上
げ
ず
、
市
民
の
健
康
増
進
の
た

め
の
努
力
が
な
さ
れ
て
い
る
こ

と
か
ら
賛
成
し
ま
し
た
。 

廃
棄
物
の
減
量
の
推
進
及
び

適
正
処
理
並
び
に
生
活
環
境

の
清
潔
保
持
に
関
す
る
条
例

の
一
部
を
改
正
す
る
条
例 

ご
み
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
か

ら
の
資
源
ご
み
持
ち
去
り

に
、
罰
則
規
定
が
設
け
ら
れ

ま
し
た
。 

国
民
健
康
保
険
税
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
条
例 

こ
れ
ま
で
市
町
村
単
位
で
行

っ
て
い
た
国
保
運
営
が
県
単
位

化
さ
れ
ま
す
。
市
は
県
が
算
定

し
た
国
保
納
付
金
を
県
に
納
付

し
、
県
は
市
の
保
険
給
付
費
相

当
分
を
市
に
交
付
し
ま
す
。 

国
の
財
政
措
置
や
、
激
変
緩

和
な
ど
に
よ
り
、
本
市
で
は
国

保
税
の
引
き
上
げ
は
あ
り
ま
せ

ん
で
し
た
が
、
今
で
も
高
す
ぎ

る
保
険
税
が
今
後
、
引
き
上
げ
ら

れ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
に
し
て
い

か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。 

資源ごみ持ち去りを規制 

国保 県単位化 過重な税負担を懸念 

30年度予算  

 

「
手
話
は
言
語
」
で
あ
る

こ
と
を
普
及
、
手
話
だ
け
で

な
く
多
様
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ

ー
シ
ョ
ン
手
段
を
利
用
で

き
る
よ
う
に
し
、
市
の
責

務
、
市
民
や
事
業
者
の
役
割

を
明
確
に
す
る
も
の
で
す
。 

障
害
の
あ
る
人
だ
け
で

な
く
す
べ
て
の
市
民
を
対

象
に
し
、
条
例
名
に
「
障
が

い
者
」
と
入
れ
な
い
。
コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
円
滑

に
行
わ
れ
る
共
生
社
会
と

い
う
こ
と
が
伝
わ
る
よ
う

「
優
し
い
」
と
「
易
し
い
」

の
意
味
を
持
た
せ
た
「
や
さ

し
い
」
を
使
用
。
（
説
明
資

料
よ
り
） 

条
例
は
６
月
議
会
に
提

案
さ
れ
る
予
定
で
す
。 

文
教
厚
生
常
任
委
員
会 

（仮）廿日市市手話言語の普及及び多様な

コミュニケーション手段の利用促進によ

るやさしいまちづくり条例 について 

 

公共交通再編は、30 年度に中山間部、31 年

度に沿岸部で取り組まれます。 

沿岸部では、原・川末方面は自主運行バスに転

換、さくらバスは、阿品台、宮園・四季が丘、宮

内方面の路線の再構築、東循環の分離（佐方方面

を単独路線化）IC カード（パスピー）の導入な

どが計画されています。 

市の方針について説明がありました 

議
員
全
員
協
議
会 

家庭系ごみ処理有料化方針 

 

新
し
く
家
庭
系
可
燃
ご
み
の
指
定
袋

を
作
り
、
１
ℓ
１
円
と
し
て
、
45
ℓ
袋
１

枚
45
円
と
す
る
市
の
案
で
す
。 

常
時
紙
オ
ム
ツ
を
使
用
す
る
世
帯
や
生

活
困
窮
世
帯
へ
は
一
定
量
の
袋
を
無
料
配

布
す
る
こ
と
や
、
高
齢
者
な
ど
へ
の
個
別
収

集
な
ど
サ
ー
ビ
ス
拡
充
を
検
討
し
て
い
る

と
の
こ
と
で
す
が
、
有
料
化
で
は
な
く
、
サ

ー
ビ
ス
拡
充
は
有
料
化
と
切
り
離
し
て
行

い
、
市
民
と
共
同
し
て
分
別
、
ご
み
の
減
量

化
を
す
す
め
る
取
り
組
み
が
必
要
で
は
な

い
で
し
ょ
う
か
。 



 

大
畑 

①
中
山
間
地
域
の
困
難

な
状
況
に
至
っ
た
要
因
は
何
か
。

打
開
策
は
。 

②
中
山
間
地
域
振
興
室
設
置
の
成

果
は
。 

③
立
地
適
正
化
計
画
で
生
活
困
難

地
区
が
出
な
い
よ
う
「
小
さ
な
拠

点
」
等
、
生
活
利
便
機
能
の
維
持

確
保
に
ど
う
取
り
組
む
か
。 

④
地
域
支
援
員
の
待
遇
改
善
や
増

員
が
必
要
だ
が
ど
う
か
。 

 

答
弁 

①
さ
ま
ざ
ま
な
要
因
が

複
雑
に
絡
み
合
っ
た
結
果
で
は
な

い
か
。
コ
ン
パ
ク
ト
な
ま
ち
づ
く

り
と
公
共
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を

作
り
、
く
ら
し
に
必
要
な
サ
ー
ビ

ス
施
設
の
立
地
の
適
正
化
を
図

り
、
集
落
を
維
持
す
る
小
さ
な
拠

点
づ
く
り
を
進
め
た
い
。 

②
今
年
度
は
、
主
に
公
共
交
通

の
再
編
、
小
学
校
跡
地
利
用
、

佐
伯
高
校
の
魅
力
化
支
援
等
の

調
整
、
耕
作
放
棄
地
や
空
き
家

対
策
の
現
状
把
握
を
行
っ
た
。 

③
吉
和
地
域
は
「
小
さ
な
拠
点
」

の
形
成
に
向
け
て
将
来
ビ
ジ
ョ

ン
づ
く
り
に
着
手
す
る
。
佐
伯

地
域
は
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
組
織

が
主
体
と
な
り
、
現
状
や
ビ
ジ

ョ
ン
を
地
域
住
民
と
共
有
す
る

プ
ロ
セ
ス
を
支
援
し
た
い
。 

④
地
域
と
地
域
支
援
員
の
ミ
ッ

シ
ョ
ン
を
共
有
し
、
任
期
終
了

後
は
本
市
に
定
着
で
き
る
よ

う
、
就
業
や
就
労
に
向
け
た
取

り
組
み
に
配
慮
し
た
い
。 

答
弁 

県
内
の
水
道
事
業
は
人

口
減
少
に
伴
う
料
金
収
入
の
減

少
、
施
設
老
朽
化
に
伴
う
更
新
費

用
の
増
加
な
ど
経
営
状
況
の
悪

化
、
人
材
不
足
な
ど
の
課
題
が
あ

り
、
経
営
・
運
営
基
盤
の
強
化
に

は
、
ス
ケ
ー
ル
メ
リ
ッ
ト
（
規
模

の
経
済
）
の
発
揮
で
き
る
広
域
連

携
は
有
効
な
手
段
と
し
て
い
る
。 

本
市
は
、
多
様
な
連
携
手
法
を

検
討
で
き
る
協
議
会
へ
参
加
し

議
論
を
重
ね
、
連
携
の
判
断
は
慎

重
に
行
い
た
い
。 

 

童
解
消
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

今
後
も
民
間
移
管
、
民
設
民
営

施
設
の
誘
致
や
保
育
士
確
保
で

待
機
児
童
解
消
に
取
り
組
む
。 

②
30
年
４
月
施
行
の
保
育
所

保
育
指
針
、幼
稚
園
教
育
要
領
、

認
定
こ
ど
も
園
教
育
・
保
育
要

領
に
お
け
る
共
通
の
方
針
か

ら
、
保
育
園
を
含
む
認
定
こ
ど

も
園
は
こ
れ
か
ら
進
む
べ
き
方

向
の
ひ
と
つ
で
あ
る
。
今
後
の

事
業
者
選
定
は
丸
石
保
育
園
の

例
を
参
考
に
、
対
象
保
育
園
の

特
徴
を
踏
ま
え
て
募
集
要
領
を

作
成
し
て
い
き
た
い
。 

民
営
化
で
保
育
の
質
は 

待機児解消 目標 1,537

人に対し、29 年度の達成

率は 72.2％。市の責任で

公立保育園での受入れ枠

を広げるべきです。 

市
立
保
育
園
再
編
構
想 

 

大
畑 

①
３
歳
未
満
児
の
受
入

目
標
達
成
の
具
体
的
な
計
画
は
。

公
立
保
育
園
で
の
受
入
増
を
。 

②
丸
石
保
育
園
の
事
業
者
が
決

ま
っ
た
が
、
再
編
構
想
で
は
、
応

募
資
格
・
要
件
に
つ
い
て
今
後
緩

和
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
。
今
後

の
事
業
者
選
定
は
丸
石
保
育
園

と
同
様
の
資
格
・
要
件
と
な
る
の

か
。
構
想
に
あ
る
「
認
定
こ
ど
も

園
」
に
つ
い
て
は
ど
う
か
。 

答
弁 

①
公
立
で
は
空
き
部
屋
活

用
で
年
度
途
中
の
０
歳
児
受
入
を

行
い
、
民
間
は
保
育
士
確
保
で
受

入
増
を
め
ざ
し
、
事
業
所
内
保
育

所
な
ど
も
含
め
市
全
体
で
待
機
児

大
畑 

広
島
県
は
水
道
事
業
の

広
域
化
を
検
討
す
る
広
島
県
水

道
広
域
連
携
協
議
会
（
仮
称
）

を
設
置
す
る
方
針
で
あ
る
。
国

は
「
強
制
で
は
な
い
」
と
し
な

が
ら
、
補
助
金
な
ど
で
広
域
化

や
民
営
化
を
誘
導
し
て
い
る
。 

 
 

住
民
に
身
近
な
と
こ
ろ
で
き
め

細
か
な
対
応
が
求
め
ら
れ
る
水

道
事
業
は
市
町
で
行
う
の
が
基

本
で
あ
る
。
協
議
会
へ
の
参
加

は
義
務
で
は
な
く
本
市
は
参
加

す
べ
き
で
は
な
い
が
ど
う
か
。 

水ビジネスに委ねてよいのか？ 

安倍政権は「成長戦略」で公的サービ

スを市場開放し上下水道事業は「コンセ

ッション（公設民営）方式」による民営

化を推進。そのため、水道法改正を閣議

決定（衆院解散により廃案、再度の提案

可決がねらわれています）。水道事業の課

題は広域化や民営化で解決できるもので

はありません。水道事業は憲法 25 条の

生存権の保障のための事業です。コンセ

ッション方式では料金収入から株主配当

もできることになっています。「水ビジネ

ス」により、「水の商品化」が行われれば、

水は「福祉」でなくなります。パリ市が

民間事業者との契約を終了し公営化する

など、今は再公営化が世界の流れです。 

立地適正化計画による「コ

ンパクトなまちづくり」

は、生活に必要な公的施設が

集約化され、便利な人口密集

地と不便な周辺地域との格差

が広がるおそれがあります。

（計画は廿日市市ホームペー

ジで見ることができます。） 

地域支援員は、非常勤特別

職として、佐伯・吉和地域で

5 人が活躍しています。国の

「集落支援員」「地域おこし協

力隊」の制度によるものです。

1年契約、更新最長3年です

が、経験と力を十分に生かせ

るよう待遇改善が必要です。 

再編構想では、民間事業者

募集要件に「など」「を基本

に」と基準に幅をもたせる記

述があります。今後、株式会

社も募集する可能性はある、

との答弁でした。 

 

公立保育園は公立のままで✿  

よりよい保育環境のため、公立・私立ともに

国の予算増を✿ 

オスプレイ 3 機 

（約 342 億円） 
認可保育所（定員90人）

285 か所 

維持費は 
１機当たり 

年間13億円 

＝ 

 

大畑美紀議員の一般質問 

ま
ち
づ
く
り
に
支
援
員
の
力
発
揮
を 

中
山
間
地
域
の
集
落
維
持
・
活
性
化
策 

国
は
広
域
化
・
民
営
化
を
誘
導 

 

水
道
事
業
は
市
営
が
基
本 

新はつかいち  


